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要旨 本稿では，占領期逆コースの推進力となったアメリカ民間人の知日派グループによる第一次

石油危機における中曽根康弘通産大臣への影響力行使に焦点を当てることで，これまで別個に研究

されてきた占領史研究と第一次石油危機における日本政治外交史の結節を図る．

1．研究の背景と先行研究

1973年 10月 6日に第 4次中東戦争が勃発した．

その後日本政府は，アメリカとアラブ諸国の間で

板挟みの状態に陥るものの，同年 11月 22日官房

長官談話でイスラエルに言及し，かつ，アラブ側

への同情を示した声明文を発表する1)．

第一次石油危機における日本外交の初期の研究

では，この時期の日本政治外交は従来のアメリカ

寄りの低姿勢外交からアラブ寄り政策への一時的

逸脱であるという主張がなされてきた2)．近年で

は日米の史料公開の進展から，この時期の日本政

治外交をあくまで日米協調の枠内で米国の許容範

囲の拡大を図るものという指摘もなされている3)．

しかし，22日のアラブ寄り姿勢を明確に示した

声明文発表に至る過程で，日本政府当局者の間で

アメリカとの関係配慮とアラブ寄り姿勢の明確化

の間で意見の相違があった事実には変わりはな

い4)．中でも，中曽根康弘通産大臣がアラブ寄り

の方針発表の必要性を早くから主張していたこ

と5)，及び，22日の声明文発表の直前でも中曽根

が提出した声明案の修正を求める外務省に対し中

曽根が強く反対していたことなど6)，官房長官談

話に至る過程で閣内でも際立って強い働きかけを

行っていた中曽根の重要性は先行研究でも指摘さ

れている．一方，日本の親アラブ方針発表の前に

本研究で扱う ACJ (American Council on Japan：

アメリカ対日協議会) 人脈の一人であるマック

ス・ビショップ (Max Bishop) が中曽根に対し影

響力行使を行っていたことは 1973年 11月号『週

刊現代』記事にて大森実が言及しているものの，

先行研究で本事実関係に触れたものは管見の限り

では皆無である7)．本稿では占領期に形成された

ACJ 人脈が，早くから中曽根にアラブ寄り立場

の表明の重要性を説いていたことを明らかにする

ことで，第一次石油危機における日本政治外交研

究への貢献を図る．

なお，ACJ に関しては占領史研究の大家であ

る ハ ワ ー ド・シ ョ ン バ ー ガ ー (Howard

Schonberger) による先駆的研究がある8)．近年で

はアメリカにおける資料公開の進展とともに，占

領期を中心とする彼らの工作活動については実証

的な研究が散見される9)．また本稿における中心

人物であるケイ・スガハラ (Kay Sugahara) に関

する研究としては，ションバーガーによる伝記が

存在する10)．

本研究の主たる対象である ACJ及びスガハラ

に関するこれまでの先行研究からわかる経歴は以

下の通りである．スガハラは戦時期に CIAの前

身である OSS (Office of Strategic Services：戦略

情報局) にて対日プロパガンダ工作に従事する．

この頃に元駐日参事官ユージン・ドゥーマン

(Eugene Dooman) を含む OSS内の知日派アメリ
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カ人らと合流し，占領期に元駐日大使ジョセフ・

グルー (Joseph Grew)，ドゥーマン，元国務次官

ウ ィ リ ア ム・キ ャ ッ ス ル (William Castle)，

『ニューズウィーク』編集者ハリー・カーン

(Harry Kern) らと共に ACJの結成に尽力，GHQ

による財閥解体や公職追放といった一連の政治改

革を日本の潜在的経済競争力と資本主義体制を破

壊する共産主義的改革とみなし，諸改革の阻止な

いし緩和に向けた政治工作を行う．この時期の政

治工作には，グルーが大使の時代に大使館三等書

記官であったビショップも協力していた．さらに

スガハラは朝鮮戦争期にアメリカ軍で不足してい

たタングステンを CIAのために日本国内で調達

する目的で児玉誉士夫らに接触するW作戦に従

事，1953年にはドゥーマン，キャッスルらと共

に日本におけるマイクロ波通信網建設のための借

款工作に従事するなどした．スガハラは 1956年

同じく ACJ 結成に関わり，OSS での同僚でも

あったマックスウェル・クライマン (Maxwell

Kleiman) 及びドゥーマンと共にフェアフィール

ド・マックスウェル社 (Fairfield-Maxwell：以下，

FM社) を立ち上げた．ドゥーマンの持つ日本の

外交官人脈を活用して大洋漁業の中部謙吉をビジ

ネスパートナーとし，同社は 1960年代に海運事

業を拡大させていく．

2．本稿の内容と意義

本稿では，占領期 ACJ人脈が 1970年代前半に

推進していた石油事業計画における中曽根への影

響力行使に焦点を当てる．また，日本政府がアラ

ブ寄りの姿勢を公に示すことをサウジアラビア側

に伝達する広報の役割を同人脈が果たしていたこ

とを明らかにする．なお，上記の活動は双方とも

に，実際の政策決定過程にどの程度影響を与えた

かの実証は極めて困難であるものの，本稿では以

下の点から重要な影響力行使であったことを状況

証拠から説明する．すなわち，①ニクソン

ショックを契機とした ACJ人脈の中曽根への接

近，② FM社の協力企業である大洋漁業社長中部

と中曽根との関係の近さ，③ ACJ人脈とサウジ

アラビアとの関係の近さ，である．

この解明を通して，占領史研究と第一次石油危

機における日本外交史研究の接続を図る．なおス

ガハラ及びビショップらによる本石油事業構想は

その後自然消滅するが，消滅過程において日本政

治外交との接点を見出すことが困難であるため本

稿では，その全過程を描くことは目的としない．

また，同事業構想は大洋漁業，ジャパンライン，

全農，住友商事といった当時日本のリーディング

カンパニーとの提携を背景に進められたが，紙幅

の関係上，提携企業との関係は本稿では省略する．

なお本稿で依拠したスガハラ・ケイ文書

(Sugahara Kay papers) は 2018年頃にスガハラの

遺族がカリフォルニア大学に寄贈したものである

が，筆者は遺族による同文書の寄贈前からニュー

ヨークの FM社本社にて資料調査を開始した．そ

のため同文書の寄贈前後で脚注の表記には相違が

ある11)．

3．米中接近及びドルショックを受けての

ACJ人脈の再活性化

1971年はカーン以外の ACJ人脈のスガハラや

ビショップが，再び日米関係を巡る政治的な働き

かけに尽力し始める時期であった．

この背景には 1960年代後半から日米関係その

ものが変容し始めたことがある12)．この頃から

1970年代中頃まで冷戦の対立構造は大きく緩和

を見せるデタントの時期であった一方13)，経済的

には 1960年代後半からアメリカはベトナム戦争

への莫大な出費や「偉大な社会」実現のための社

会保障関連の巨額の財政支出によりインフレを招

き，ドルの実質的価値の低下を招いていた14)．こ

うしたアメリカ経済の苦境は日米関係にも反映さ

れ，1960年代を経て高度経済成長を遂げる日本

に対しアメリカの対日認識が徐々に変化し，日米

関係が経済問題に左右されるようになっていく15)．

こうした日米関係の新たな構図は，スガハラや

ビショップの動きにも影響を及ぼすことになる．

この時期まで FM社の事業と成長に専ら専念して

いたスガハラは，占領期のかつてのように政策レ

ベルで日米関係に貢献したいという強い意志を

ACJ人脈の旧友らに示すようになっていた16)．そ
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して日米関係に対する危機意識をスガハラ及びビ

ショップに決定的に抱かせたのが，1971年 7月

15 日のニクソン大統領による電撃訪中発表で

あった．日本をアメリカのアジア政策の中核とな

すべく逆コースに尽力していたスガハラたちとっ

て，ニクソンショックはアイデンティティに係る

問題でもあった．

スガハラは，ニクソンの電撃訪中発表が事前に

日本側に伝えられていなかったことを「外交的真

珠湾」という言葉で形容し，中国がアメリカのア

ジア政策における主要同盟国になれば，日本が弱

体化する恐れがあると危機感を感じていた17)．さ

らにスガハラは，米中接近をドルの実質的な低下

の問題に対し日本がすべき貢献とリンクして考え

るようになる．例えば，1971年 7月 19日の小松

信之助宛の書簡では，スガハラは米中接近後の次

の問題になるのが円の切上げになることを指摘し

ている18)．安全保障をアメリカの核の傘に依存し

ている日本にとっては，強いアメリカ，強いドル

が日本の利益になる．そのためにも日本はアメリ

カから大量購入を伴うプロジェクトを展開し，ア

メリカの国際収支赤字の是正に貢献すべきという

信念をこの時期スガハラは確信しつつあった19)．

なお小松は占領期 CIAのために児玉からタング

ステンを獲得する工作活動をスガハラと共に行っ

ていた人物で，FM社設立後は同社極東ディレク

ターに就任し，役員としての扱いを受けていた．

また二つのニクソンショックを経てスガハラや

ビショップは，日米関係を規定するものが，冷戦

構造ではなく経済的対立関係であるという見通し

を抱くようになっていた．1971年 12月 13日の

スガハラから ACJ人脈のレオ・クローリー (Leo

Crowley) 宛書簡では，ライシャワーが行った退

役 OSS関係者の前で行った演説はビショップの

考えに近いものであるとし，日米関係について主

に次のような見通しを述べている20)．一つは，大

国間同士の戦争は今日では考えられず，軍事力の

時代は終わったということ．二つ目は，現在の経

済大国は，アメリカ，日本，欧州であること．三

つめは，中国は自分たちが生きている間に経済大

国になることはなく，日本がアジア唯一の大国で

あること．そして最後に，最大の緊張関係は完成

品市場を争う日米間で生じることになるだろう．

こうした見通しを持つスガハラは，自分たちこそ

が日米間の問題の解決に寄与するにふさわしい資

格があるのだという強い自負を持っていた．こう

してスガハラは再び本格的に日米の政策レベルで

の関与に動き始めていく．

4．カーンへの対抗意識

――ビショップの日米関係分析との

対比に着目して――

(1) カーンの日米分析と提言

この時期のスガハラの日米関係に関する情勢認

識に大きな影響を与えたのが，ACJ グループと

協力関係にあったビショップであるが，ビショッ

プの情勢認識は当時カーンの考えるそれと対立関

係にあった．

翌年 1月に予定されていたサン・クレメンテで

のニクソン・佐藤会談を前に 1971 年 12 月末ビ

ショップはスガハラにカーンが発行する雑誌

『フォーリン・レポート』(FOREIGN REPORT)

に掲載された「日本：ニクソンショック以後」と

いう表題の論考21)に対する自身の日米関係分析を

したためた書簡を送付している22)．カーンとビ

ショップの日米関係分析は双方とも，ニクソン

ショックを受けての日本国内政治分析及び，来る

翌年 1月の日米首脳会談での課題を予想したもの

である．カーンの日米関係分析の大きな要点は以

下の二つである．一つは，翌年 1月に行われる会

談の主たる内容が貿易・経済問題を処理するため

に設定されているとしたうえで，会談で議題にな

るのは貿易収支に大きな影響を与えるのに十分な

量 (年間約 10億ドル) の米軍技術の日本による

購入であるとしている23)．もう一つは，佐藤首相

の後継者として福田赳夫がその地位を強固なもの

にしつつあるという日本の政治情勢分析であった．

日米安保に基づいて日本への核攻撃に対するアメ

リカの保証義務の明確化と，それに見合う奇襲攻

撃を抑止できる通常防衛力を日本が構築していく

ことの明確化，その手段としてアメリカからの軍

事技術の大量購入は日米貿易バランスを是正させ

る，まさしく一石二鳥の方式として強調されてい
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た．このようにカーンもまたスガハラ，ビショッ

プ同様，ニクソン電撃訪中発表とその後のドル

ショック及びアメリカの国際収支赤字をリンクし

て考え，日本の果たすべき役割を考察していた．

(2) ビショップの日米関係分析と提言

一方で，こうしたカーンのアメリカからの軍事

技術の大量購入を通した日米関係修復の提言を問

題視したのがビショップであった．ビショップか

らスガハラ宛書簡には，以下のような日米関係悪

化を憂慮する内容と，日本がとるべき対応策が詳

細に記されている24)．

ビショップから見ても，ニクソンショックを受

けて日米間の良好な関係の基礎は揺らいでいた．

その原因としてビショップは日米関係が対等でな

い点にあるとしている．同書簡には「パートナー

間の対等な関係」形成のために，日本は可能な限

り自国の防衛軍備を生産し，米国からの購入を求

められないようにしなければならない，とある．

その論理的帰結から，日米両国は防衛分野におけ

る民間企業の合弁事業を積極的に奨励すべき，と

考えていた．このメリットとしてビショップは，

日米を中心とした多国籍企業の発展を挙げている．

その意味するところは，自由世界における多国籍

企業の発展こそ，社会主義を打倒する確固とした

道筋であるというものだった．この時期の日米関

係の急速な悪化を目の当たりにしたビショップは，

「国家間の関係はもろく，気まぐれや感情に大き

く左右される」心もとないものであるが，民間企

業の合弁事業こそが国家間の友好協力関係を支え

るものであると強く信じていた．

(3) ビショップの日米関係分析に傾倒するスガ

ハラ

スガハラは明らかにビショップの日米の対等性

を求める日米関係分析に同調しそれを今後のある

べき日米関係としてとらえていた．それは 1971

年 12月 28日付スガハラから小松宛書簡からも明

らかである25)．スガハラはこう主張する．今後の

日米関係に必要なのは「平等という大前提」の

「健全な取り決め」を土台にしていなければなら

ない．スガハラはカーンの目指す日米関係の在り

方を，「米国が優位であり，日本が下級パート

ナーであることに基づいている」とみなしていた．

スガハラが同書簡で危機感をもって記述してい

るのは，岸信介元首相とカーンの親密な関係であ

り，カーンが岸を通して佐藤首相に影響を与える

可能性である．ここで気になるのは，スガハラが

後のグラマン事件で問題となるようなカーンの日

本政界への取組みをある程度把握し，それを問題

視していることである．そのことは 1972年 1月

21 日付の小松宛の書簡にも表れている26)．スガ

ハラは，占領期以降の ACJ人脈の中で最も日本

の対米外交に影響力を行使しているのは，岸との

関係が深いカーンであることを正確に認識してい

た．カーンと岸の間の連絡役を，秘書の川部美智

雄が果たしていることも当該書簡の中で強調され

ている．またカーンがこの時期，次期首相は福田

の可能性が高いとみて福田の顧問となるべきアメ

リカ人を集めるなど動きを強めているという情報

をスガハラは掴んでいた27)．日米関係改善の方策

としてカーンが，日本によるアメリカからの軍事

兵器の購入を推進していることを述べた上で，

カーンのクライアントがグラマン社であること，

また，グラマン社が日本に 10億ドル相当の防衛

関連品を購入させたいと考えていることも指摘し

ている．

スガハラのカーン路線への不満は中曽根への接

近につながっていく．そのことはこの時期のスガ

ハラからビショップ宛の書簡からも明らかであ

る28)．スガハラから見て，カーンの日米関係の取

り組みは日本が「アメリカの忠実な家来という立

場」という前提の古い時代のやり方であった．そ

して新しい形の日米関係を形成する上で最適な

チャンネルが，まさしく中曽根であった．スガハ

ラは，中曽根の持つ重要性についてこう力説して

いる．中曽根は，自民党の新星であり，最年少で

国会議員になり，また，防衛庁長官となった．日

本ではいずれは総理大臣になるとの見方もされて

いる人物で，今後の日本の政策に大きな影響力を

持つことになるだろう，と．そして，「カーンは

岸に影響を与えているが，新しい考えは新しい人

と一緒に入ってこなければならないと私は感じて

いる．中曽根は優れたチャンネルだと思う」と．
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(4) 中曽根康弘への取り込み工作

この時期，小松は中曽根への接近に成功してい

た．スガハラ文書には，日時は不明ながらもこの

時期に中曽根が小松に充てた次のような直筆書簡

が残されている29)．「ビショップ氏の資料有難く

拝読いたしました．いつもながら貴重なサジェツ

ション拝謝します．仲仲大切な将来問題を意味し

て検討しているが，今一度失礼ながら， (前にお

知らせいただきましたが) ビショップ氏並びにス

ガワラ氏の経歴，人柄等についてお知らせ下さら

ば幸いです．日米間には沖縄以後，日本も新天地

に立って (以下略)」．

当該書簡からは，既に中曽根と小松の間には日

米関係を巡って意見交換をする程度に交友関係が

存在していたことがわかる．スガハラ文書からは

その端緒が中部謙吉にあったことが強く推察され

る．スガハラからビショップに中曽根を紹介する

書簡では，中曽根と中部が親しい関係を有してい

ること，及び，当時小松が人脈形成の拠点の一つ

にしていた東京倶楽部に中曽根が入会希望した際，

中部から小松にスポンサーとなるよう依頼があっ

たことが記されている30)．実際，1983年 10月時

点では中曽根が東京倶楽部会員であったことが確

認できる31)．

また中部と中曽根の関係が深かったことは後年，

中部が亡くなった翌年に刊行された追悼集の中で

中曽根自身が次のように認めている32)．「財界人

と私との定例会には，東京におられれば必ず出席

された．中部さんから最も教えられ，可愛いがら

れた政治家の一人だと自負し，それを誇りに思っ

ている．佐藤内閣初期の頃，「あなたも河野さん

を失って，派閥をひきいることになったが，そう

なったら，先輩政治家と仲良くしておきなさい

よ」と云われて，当時，落選して浪人中の今の保

利衆院議長に引き合わされたことがある．それが

機縁で，沖縄返還の約束を取付てきた佐藤さんを，

支援することになった．その事について毀誉褒貶

が生れたが，私は，中部さんのご斡旋の労に今で

も感謝している」．なお同追想の中には次のよう

にスガハラを暗示している箇所が確認できる．

「先日，ニューヨークから，Sという実業家が来

たが，その人は，中近東や，米国の国内産業にか

なり手を伸ばしている人で，中部さんの情報源の

一つであったように思う」．スガハラにとって中

部の重要性は単にビジネスパートナーというだけ

でなく，中部の持つ日本政財界への豊富な人脈に

あった．

5．石油事業構想への取組み

(1) カーンからビショップ人脈への移行

日米関係に対する認識と意見の違いからスガハ

ラはカーンに対して反発を覚えていたものの，営

利事業の面ではカーンの中東及び日本の財界人脈

の恩恵に与ろうとしていた．同時期 FM社はジャ

パンラインと共に，韓国における石油製油所建設

計画を練っていたが，同事業計画における原油を

当初スガハラはカーンを通してサウジアラビアか

ら調達しようと図っていた33)．

ただし，同年 12月頃からスガハラはジャパン

ラインとの当該事業計画の原油調達において，

カーンではなくサウジアラビア・ダーラン総領事

の経歴を持つビショップの中東人脈へ切り替えを

図っている．たとえば，12月 29日にはビショッ

プは元サウジアラビア大使パーカー・ハート

(Parker Hart) を介してサウジアラビアのアハマ

ド・ザキ・ヤマニ (Ahmed Zaki Yamani) 石油鉱

物資源相宛に次のような書簡を送付していた34)．

同書簡でビショップは，日米韓の合弁事業による

大規模な韓国における石油製油所建設計画をア

ピールし，翌年 2月のサウジアラビア訪問意向を

示していた．また 1973年 1月にはハートを介し

て，ビショップ，スガハラは，サウジアラビア駐

ワシントン大使のイブラヒム・アル・ソワエル

(Ibrahim Al-Sowayel) を表敬訪問し，昼食会を実

現するなどしていた35)．さらに，同時期ビショッ

プは，世界最大の産油会社でアメリカ系国際石油

資本四社が独占的に共同所有するアラムコ

(Aramco) 元副社長のフロイド・オーリガー

(Floyd Ohliger) とスガハラの仲を取り持つなど

していた36)．

このようにスガハラは，営利事業の側面におい

てもカーンからビショップの中東人脈に切り替え

ていたが，その理由を 1973年 1月 3日付のジャ
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パンライン役員松永寿宛書簡の中で次のように具

体的に語っている37)．スガハラは当初サウジアラ

ビアへのルートを見出すのに選んだのはカーンで

あるとしつつ，その理由を，カーンが岸と佐藤の

両者にとって中東の顧問を務めているからだと述

べている．しかし，スガハラはジャパンラインと

の事業計画の「規模の大きさから，もっと格式の

高いチャンネルが必要」になったとし，ビショッ

プに切り替えていた．ただし，スガハラはカーン

を完全に同事業構想において切り捨てたわけでは

ない．あくまで同事業構想における重点がビ

ショップの持つ中東人脈に重心が置かれるように

なっただけであり，カーンの持つ中東及び日本に

おける人脈も補佐的に用いる方針となったようで

ある．1973年 1月 18日付のスガハラから FM社

役員宛報告には，カーンが同社中東担当特別顧問

に，及び，オーリガーが同社役員に就任したこと

が記されている38)．

(3) 石油事業構想における政治的性質とアラブ

側への配慮を重視する姿勢の顕現

同事業構想はその発端は政治的思惑をほとんど

帯びていない営利事業としての側面が専ら強かっ

た．そのことは，スガハラが政治的信念を異にす

るカーンを通して，サウジアラビアからの原油供

給を実現させようとしていたことからも窺い知れ

る．しかしスガハラは，1973年 1月頃からエネ

ルギーを巡る問題と日米関係を明確に結び付けて

考えるようになっていった．

同事業構想を進める過程でスガハラが，アラブ

側へ配慮した政策の必要性を看取し始めた契機は

おそらく，1973年 2月 17日にリヤドで行われた，

スガハラ，ビショップ，オーリガーとヤマニとの

会談であった．2 月 27 日付のスガハラから FM

社役員宛報告では当日の会談の詳細が記述されて

いる39)．それによると，会談はビショップ及び

オーリガーの尽力でもって実現し，会議参加者は

ヤマニ，スガハラ，ビショップ，オーリガーの四

者のみであり，また，会議自体は午後 7時から 8

時 35分まで行われた．なお，同報告書では会談

自体を非常に好ましいものであったと述べている

ものの，同事業構想はこの会談によって重大な変

更を迫られる．というのもこの会談でスガハラは

韓国における石油製油所建設計画の重要性をア

ピールしたが，ヤマニからは「韓国の製油所に投

資することに興味がない」と却下され，サウジア

ラビアでの製油所建設を迫られたのだった40)．

またスガハラの FM社役員宛報告には，アメリ

カが石油消費国の間でカルテルを形成したい意向

に関連して，ヤマニはそうしたカルテルが形成さ

れた場合には産業国へ石油を輸出しないと舌鋒鋭

く批判したことが書かれている41)．この時の会談

でスガハラが強く確信したのは，日本の産業競争

力が壊滅的になりかねないという危機意識であっ

た42)．スガハラは，アメリカとヨーロッパは石油

の代替を有しており石油のシャットアウトに耐え

られるだろうとしつつも，日本には不可能と見て

いた．また，3月 5日付のスガハラから小松宛の

書簡では，「エネルギー不足は自民党の没落をも

たらすかもしれないほど絶望的になる可能性」が

あることが記されている43)．実際この頃にはスガ

ハラはかねてより親交の深い元在米日本大使館参

事官の井口貞夫や，東京銀行副会長横山宗一らに

対して，自分たちの石油事業構想が日本の石油供

給の確保と日米関係の安定化に資するものを目的

としたものであるとアピールしていた44)．

ヤマニとの会談を契機として，スガハラの中に

は，日米関係の更なる悪化及び日本の産業競争力

の消失への危機感の他に，アラブ側へ配慮する必

要性が強く芽生えることになった．例えば，1973

年 2 月 26 日付のスガハラから小松宛書簡には，

石油を巡る競争による日米間の関係悪化を危惧す

るとともに，アメリカの中東政策に対する次のよ

うな苦言が見られる45)．アメリカの中東政策を，

「政治指導者たちはその感情を考慮しなければな

らない 800万人のイスラエルのシンパのために，

明確な行動をとることを抑制している」と問題視

し，それに対し「日本は少数派の圧力から解放さ

れ，選択肢が増え」ていることを記している．さ

らに小松宛書簡の中でスガハラは，石油消費国間

におけるカルテル形成の動きを，第二次世界大戦

前の日本に対する「ABCD 包囲網」に例えて中

東諸国への同情を示すようになっていた46)．スガ

ハラは，戦前の「ABCD 包囲網」に対して日本
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がとった対応は絶望的な戦争に突入することで

あったとし，「国家の尊厳に対する正面からの攻

撃は暴力的な反応をもたらすことを心に留めてお

く必要がある」と言及している．またヤマニとの

会談を終えたスガハラの目にはアラブ諸国は，

「基本的に友好的で，信頼できるチャンネルを通

じてアプローチすれば合理的である」と映ってい

た47)．

そして，3月 12日の小松からスガハラ宛報告

からも，スガハラの分析報告書を中曽根に渡すと

いったように既に小松を通した中曽根への働きか

けが水面下で行われていたことがわかる48)．

(4) 中曽根康弘への石油事業構想のアピール

また，アラブ側に配慮した政策がとられる必要

性のあることはスガハラだけでなく，ビショップ

自身も強く感じ始めていた．それは，1973 年 4

月 30日付のビショップから小松宛書簡からも見

て取れる49)．この書簡は，ビショップ自身の分析

を中曽根に伝えるために，小松に託した書簡であ

る．同書簡の末尾には，中曽根に対しアラブ諸国

への配慮を示す必要性が強調されている．具体的

には，「日本が世界的なイスラム運動に共感して

いること，また，ファイサル (Faisal) 国王の大

西洋から太平洋に向けてイスラム教を広めようと

している平和的な動機に日本が共感しているこ

と」をファイサルに伝えるよう助言を行っている．

また，1972年 5月 30日に行われた日本の赤軍派

によるテルアビブ空港乱射事件に関しては「日本

人がイスラエル空港で殺されたイスラエル人に大

きな同情を示したとき，日本がパレスチナ難民の

窮状には何の同情も示さなかったことに，彼らは

傷ついた」とアラブ側への同情を示す必要性を再

度強調している．また，中曽根が「イギリス人と

少数のアメリカ人に書かれた」研究を読むのでは

なく，「イスラエルによるパレスチナの征服とパ

レスチナ難民が投げ出されたことの客観的な説明

を研究することが賢明である」と末尾を結んでい

る．なお，同書簡が実際に小松から中曽根に届け

られていたことは 5月 23日付の小松からスガハ

ラ宛書簡で確認できる50)．小松はスガハラに，当

該のビショップの国際政治分析に対して感謝の意

を伝える中曽根直筆の書簡を同封し送っていた51)．

また，当該報告の中で小松は中曽根のことを「直

筆で返答するなかなかいない政治家」であると高

く評価し，さらに，「ビショップの助言は本当に

感謝されており，MITIの石油政策に影響を及ぼ

すだろう」と指摘している．

おそらく，こうしたスガハラやビショップによ

る中曽根への接近には，中曽根を通して自分たち

の石油事業構想の実現を図りたいという思惑が第

一義的にあったものと思われる．それは 1973年

4月 30日にスガハラからオーリガー宛の書簡に

も見て取ることができる52)．同書簡の中で最も興

味深いのは，「中曽根は FM社ないしはスガハラ

グループについて知ることになるだろう」と記述

していることである．

実際，1973年 5月 3日の小松宛書簡の中でス

ガハラは，自社を中心とする石油事業計画につい

て中曽根の中東訪問前に，中曽根と話し合いをし

てくれたことについて中部謙吉に感謝を伝えるよ

う要請している53)．さらに 7月 13日の FM社役

員宛報告の中で，スガハラは中部謙吉の息子であ

り大洋漁業副社長である中部藤次郎から直接伝え

られた話であるとして，次のように報告してい

る54)．中曽根は中東訪問から帰国した際，中部謙

吉に電話をし，サウジアラビアのトップの政府高

官たちが FM社の進める大規模なプロジェクトを

十分に把握していたことを伝えた，と．さらに，

同報告の中でスガハラは，「ビショップは安全な

チャンネルを通して中曽根と継続的に連絡を取っ

ており，また，安全保障の観点からサウジ製油所

は，米日サウジの多国籍プロジェクトとすべきで

あることを通産省に伝えている」と記述している．

ここでの「安全なチャンネル」が小松を指してい

ることは疑いがない．

この時期ビショップが小松を介して中曽根と中

東情勢に関するやり取りを複数回行っていたこと

は，1973年 6月 6日付のビショップから中曽根

への書簡からも明らかである55)．それによれば，

5月 15日には中曽根からビショップに書簡が届

けられていること，さらにその書簡は中曽根の中

東訪問の際にビショップから中曽根に届けた前述

の 4月 30日の書簡に対してのものであることが
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わかる．また，この書簡の中でも，小松のことを

「我々の共通の友人」としており書簡のやりとり

が小松を介して行われていたことが明示的に書か

れている．同書簡の中でビショップは中曽根に対

し「中東におけるアメリカの利益を客観的に分析

することで，中東における我々の行動が動機づけ

られるべきであり，イスラエルに対する非合理で

感情的な同情をするべきではない」と，アラブ諸

国側にたった力説を行っていた．なお実際，6月

13日の小松からスガハラ宛報告でも，ビショッ

プの中曽根宛書簡を中曽根に送ったことが報告さ

れている56)．

ただし，ビショップはアメリカと対立する形で

アラブ側に立った姿勢をとる必要性を説いていた

のではないことには注意しなければならないだろ

う．というのも，中曽根に対し自分たちの石油事

業構想の重要性を説く際には，アメリカの重要性

も同時に説いていたからである．ビショップは，

アメリカこそが「軍事力を行使することで，中東

を社会主義に鼓舞された攻撃や国際的な転覆の無

秩序や分裂崩壊から守ることを確実にできる」の

だと指摘し，また「将来の経済的な発展は，成功

し繁栄するためには，多国籍的な原則の上で行わ

なければならない」というかねてからのビショッ

プの持論を披瀝し，だからこそ FM社，サウジア

ラビア，日本の合弁事業構想が重要なのだと説い

ていたのだった．

そして日本がサウジアラビア側に立った公的な

声明を行うことの重要性を次のように説いている．

「今，日本は，第一線の政治家が次のように公表

することにより，サウジアラビア政府の多大な善

意と友好的な感情を得ることができる．それは，

サウジアラビアに対する温かく友好的な態度を示

すことであり，また，アメリカと協力し，産業と

農業の発展によってサウジアラビアの経済の裾野

を広げ，その結果，サウジアラビアが石油という

唯一の資源に完全に依存している状態から脱却す

ることができるようにすることを望んでいること

を示すのである．また，日本が国連の権威ある機

関の前で適切な発言をするように日本の国連大使

に指示すれば，サウジアラビアとの友好的な関係

において，心理的にも政治的にも，日本は恩恵を

受けることができるように思われる」．

そして，ここでのサウジアラビアにおける「産

業と農業の発展」という観点からも，また，消費

国と直接取引をしたいというサウジアラビア側の

願望を満たすためにも，同石油事業構想において，

全農と住友商事が提携企業として参画することに

なるのだった．

6．アラブへの配慮をする政策の必要性の

確信と中曽根への働きかけ

(1) 1973年 10月 3日のファイサル国王との会

談

スガハラ及びビショップが，アラブ諸国に配慮

した政策の必要性を看取し始め，中曽根を含む日

本側関係者に説いていたことは前述の通りである

が，その姿勢は同年 8月に入ると，より一層強く

みられるようになる．実際，1973年 8月 6日に

スガハラが提携パートナー企業各社に送った書簡

では，次のようなサウジアラビアの動向及び国際

石油資本分析を送っていた57)．それによれば，

ファイサル国王は過去 3か月の間，ヤマニを通し

てアメリカに「公平な扱い」をすることを主張し

ている．そうしたサウジアラビアの動向を前にし

て，国際石油資本各社はアメリカが政策変更を行

うように迫られているのだとしている．その根拠

として，スガハラはモービル石油が新聞広告で

大々的にアラブ情勢を理解することの必要性を主

張したことでサウジアラビアからの好意的反応を

獲得したこと，及び，当時同様の主張をしていた

シェブロンのオットー・ミラー (Otto Miller) 会

長の株主宛書簡に対するサウジアラビア側の反応

も好印象だったことを伝えている．なお実際に同

書簡にはミラーの株主宛書簡が同封されており，

そこにはアメリカがアラブ諸国政府と緊密に連携

してアラブの諸人民との関係を築き強固にするこ

とが強く求められていること，及び，アラブ人民

の熱意に理解を示し中東における平和に向けた彼

らの努力をより積極的に支援しなければならない

ことが述べられている58)．おそらく，こうした国

際石油資本側の動向を日本側提携企業に伝えるこ

とで，日本がアラブ諸国側に立った姿勢を示す必
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要性を訴えたかったのだろう．

そして，より決定的だったのが同年 10月 3日

でのスガハラ，ビショップ，オーリガーとファイ

サル国王との間の会談と，翌日のサウジアラビア

政府側要人複数人との会談であった．1973年 10

月 9日付の FM社役員宛報告の中でその経緯が詳

細に記されている59)．スガハラたちとファイサル

国王との会談は 10月 3日午前 10時から 65分間

行われた．この会談でスガハラは日本国内でアラ

ブ情勢に関する理解を深める努力をしていること

をファイサルに伝えている．会談内容は非常に多

岐にわたっており，例えばスガハラは「天皇は日

本国民の心の中に健全に定着している」ことにも

言及している．一方のファイサルからは日本を唯

一「イスラエルを支援していない大国」であると

高く評価されたこと，及び，アメリカの外交政策

に関しては，「世界の敵はシオニズムと共産主義

である」ことを伝えられたという．また，サウジ

アラビアが他のアラブ諸国人民との「血と宗教の

結びつき」を無視することができなかったという

苦境も伝達されていることが当該報告書には記さ

れている．

さらに，翌日にはスガハラたちは多くのサウ

ジアラビア側要人との会談をこなしていた．例え

ば，ミシャール・ビン・アブドゥル・アジス

(Mishaal bin Abdul Aziz) 王子との会談では，「も

し選択がアメリカと，同じ宗教を信じている人々

の間で行われるのであれば，サウジアラビアは同

胞を選ばざるを得ないだろう」と伝達されたとし

ており，ここからも一連の会談で，サウジアラビ

ア側から軒並み，アメリカのイスラエル政策の転

換と，サウジアラビアが置かれている状況の理解

への要請が行われていたことがわかる．

これら一連の会談を経たスガハラは，今までよ

りも一層アラブ側にたった情勢認識をするに至る．

同報告書の締めくくりには，「アラブ側から見た

戦略的見地」という分析項目があり，そこにはお

よそ次のように記されている．サウジアラビア人

民はアメリカを最も身近な大国の友人と考えてい

るが，その選択が友人か仲間のアラブ諸国かであ

れば，その選択はアラブである．また，サウジア

ラビアは過激派や強硬な行動指向のナショナリス

トらの内部の圧力からも強い対応をとるよう迫ら

れているとし，国王の現在の行動を批判する前に，

そうした要因の理解が必要だと強調していた．

(2) 日本側での積極的な働きかけとサウジアラ

ビアへのアピール

10月 3日及び 4日のファイサル国王やサウジ

アラビア要人との一連の会談を経たスガハラは，

10月 6日の第四次中東戦争の勃発を受けて，10

月下旬から 11月上旬にかけて日本を訪問してい

る．この訪日で，スガハラ，ビショップらは中曽

根や財界関係者に日本政府がアラブ寄りの立場に

立った姿勢を示すことを説得する働きかけを行い，

また，そのことをサウジアラビア側にアピールし

ていた．また 10月 11日付の小松からスガハラ宛

報告では，ビショップのヤマニ宛書簡のコピーを

中曽根に送ったことが報告されていることから，

ファイサルとの会談の直後から中曽根への積極的

な働きかけが行われていたことが見て取れる60)．

実際，この時期中曽根と会談を終えたビショッ

プは 1973年 11月 3日付のサウジアラビア駐ワシ

ントン大使ソワエル宛書簡の中で次のように述べ

ている61)．「ここ数日は非常に忙しい日々が続き

ましたが，サウジアラビア，米国，日本の三国間

の協力と相互利益のための我々のプロジェクトに

向けて，我々は多くのことを成し遂げることがで

きたのではないかと思います．この前の金曜日に

は，私は日本の通商産業大臣と長い間お話をさせ

ていただきました．その会談の結果として，また

私の行った主張を強調するために，私は彼にかな

り長い手紙を送りました．私がファイサル国王陛

下のことに触れたため，閣下の個人的な機密情報

のためにコピーを同封しております」．

さらに同年 11月 15日にはビショップはヤマニ

にこの時期のビショップと中曽根や財界指導者ら

との会談の内容を次のように記していた62)．「私

たちは，現在，中東の正義と平和のために積極的

に活動しています．これに関連して，10月下旬

から 11月上旬にかけて，私が訪日した際の中曽

根康弘閣下と私との間の書簡のやりとりのコピー

を同封しておりますので，ご興味をお持ちかと思

います．また，陛下のことを私が話したこともあ
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り，駐米サウジアラビア大使のイブラヒム・ソワ

エルにも機密情報としてコピーをお送りしており

ます．日本の産業界，金融界のリーダー，外務省，

通商産業省の政府関係者との我々の会話は，現状

を明らかにし，中東における公正かつ平和的な解

決を支援することの緊急性を日本に説得する上で，

一定の助けになったと思います」．ここからも，

ビショップによる中曽根への説得がサウジアラビ

ア側にたったものであることがわかる．なお，同

書簡にはビショップがヤマニから 10月 22日付の

書簡を受け取ったとも記されており，この時期サ

ウジアラビア側とも連絡を密にしていたことが強

く推察される．

さらに，官房長官談話が行われる前の 11月 20

日に，ビショップはソワエルに次のような書簡を

送付している63)．「1973 年 11 月 3 日の東京から

の私の書簡に関して，私は中曽根康弘閣下からの

個人的で秘密の書簡のコピーを同封しています．

ケイ・スガハラは，帰国の途につく直前に東京か

ら私に電話をかけてきました．スガハラは，アラ

ブ・イスラエル紛争の現在の危機において，日本

の態度と政策を明らかにする公の立場を取ること

が望ましいことを日本人に説得する我々の努力が

成功したことを確認してくれた」．このように，

スガハラとビショップは中曽根に対し，日本政府

がアラブ側に立った親アラブ姿勢を示すことを説

得していた．さらに，日本政府が政府方針として

公式に発表を行う前に，その決定を既に把握して

いたことも見て取ることができる．こうした事前

情報は中曽根からの情報であったことが強く推察

される．同年 11月 21日付の小松からスガハラ宛

報告では，日本政府による親アラブ政策が 2，3

日以内に公式に発表される予定であることが事前

に報告されている64)．また同月 24日付のスガハ

ラ宛報告でも，小松はこう記している65)．「日本

政府及び指導者たちは，3日間を費やし，キッシ

ンジャーの帰国後アラブ政策をどうすべきか議論

を行った．我々の友人である中曽根は親アラブ政

策をとるよう主張し，中曽根の秘書は私に個人的

に，11月 22日に見られるような親アラブ政策を

日本政府が絶対に発表することを教えてくれた」．

なお，この時期スガハラ，ビショップらによる

説得対象は，ビショップの書簡の中にもあるよう

に中曽根だけでなく日本の財界のメンバーも数多

く含まれていた．それは，1973 年 12 月 26 日付

のモービル石油副社長ジェラルド・T・オーウェ

ンズ (Gerald T. Owens) 宛にスガハラが送った書

簡に同封されている資料に詳細かつ具体的に記さ

れている66)．それは「中東情勢及びサウジアラビ

アに関する会合及び会談」という表題のリストで

あり，そこには 10月 16日から 11月 19日にかけ

てスガハラやビショップらの日本で行った会談記

録が列挙されている67)．同リストによれば，中曽

根との会談は 11月 2日に行われ，その際の出席

者にはスガハラ，オーリガー，ビショップ，小松，

アサド (Asad) 68)とあることが確認できる．この

期間に行われた中曽根以外の会談相手で主なもの

を列挙すれば，大洋漁業社長中部，ジャパンライ

ン社長松永，経団連参与島内敏郎，辻トシ子，全

農常務理事織井斉，東京銀行専務渡邉康，住友商

事社長柴山幸雄，西部石油副社長田中正世及び役

員 6名69)，西部石油社長松田勝郎，などである．

加えて同リストの末尾には次のように結ばれてい

た．「出国の前に，日本の内閣は親アラブ的立場

を表明．加えて，コンタクトをとった大半の者た

ちが，議員や閣僚に親アラブ的立場を表明した．

日本国内の空気は決定的に変わったのだ」．

そして，翌年 2月 13日にはファイサル国王に

書簡でこう伝えていた70)．「我々の訪問はタイミ

ングが良いものでした．日本の内閣は，アメリカ

との緊密な経済関係に基づく親イスラエル政策を

継続するか，それとも石油は確保できるが新たな

危険をもたらす親アラブ政策に乗り出すか，大き

な議論をしていました．石油がなければ日本は機

能しませんが，170億ドルの対米貿易がなければ，

日本は生き残れないのです．世界の指導者にとっ

て，簡単な決断ではありません．この重大な岐路

に立たされたときに，私たちの東京ディレクター

は，マックス・ビショップとフロイド・オーリ

ガーのために，中曽根通商産業大臣との極秘会談

を手配しました．我々のミッションは，リヤドで

陛下から聞いた主要なポイントを伝え，強調しま

した．戦争と石油禁輸にもかかわらず，日本人は

アラブの状況を理解し始めていましたが，一つの
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重要な疑問がありました．それは，日本が親アラ

ブ政策を取れば，アメリカの大手石油会社との長

期契約に依存している日本の原油供給の 80%を

危険にさらすのではないか，というものでした．

私たちはニューヨークとサンフランシスコに電話

をして，シェブロン，エッソ，テキサコ，モービ

ルの発言を文書化し，これらの企業が陛下の指示

の下で親アラブ的な立場にあったことを示す証拠

を入手したのです．通商産業省中曽根大臣は，内

閣の中で強硬な姿勢を貫き，気合の入った戦いを

行い，親アラブ政策を閣議決定させました．それ

以来，この閣議決定は世界的な反響を呼んでいま

す．当時，中曽根大臣がその立場を採用したこと

は，FM社役員の尽力や，FM社が影響を与えた

日本の産業界のリーダーたちの努力により，内閣

全体を納得させる結果となったと認識されていま

す．日本では，政策が効果的に行われるためには，

産業界や政界のリーダーの意見の一致が必要です．

FMの役員たちは 2週間かけて経団連，全国農業

協同組合 (全農)，漁協を代表する大洋漁業，銀

行，製油所，製造業団体などと中東問題について

議論し，今日では親アラブ派のコンセンサスが

しっかりと形成されています」．

このように，スガハラは第四次中東戦争勃発か

ら日本政府の親アラブ姿勢の公式表明に至る自分

たちの中曽根や財界への働きかけを，サウジアラ

ビア側に広報することで，自社を中心とする石油

事業計画を円滑に進めようとしていたのであった．

以上のように，本稿ではこれまで別個に研究さ

れてきた占領史研究と第一次石油危機時の日本政

治外交史研究を架橋することで，スガハラ，ビ

ショップら占領期に形成された ACJ人脈による

第一次石油危機時の中曽根への影響力行使を明ら

かにした．ニクソンショックによる日米関係毀損

への危機感と，カーンの日本政界への取組みに対

する対抗意識は，中曽根への接近へと繋がり，第

一次石油危機時における中曽根への親アラブ声明

への働きかけへと結節したのであった．なお，そ

の後スガハラは 70 年代後半には 200 海里問題，

日米オレンジ問題に取組むことになるが，各々に

ついては現在執筆中の別稿に譲ることとする．
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The exertion of influence over Yasuhiro Nakasone by the American Council

on Japan network :

from the Nixon Shock to the First Oil Crisis

Shotaro SHINDO

Graduate School of Human and Environmental Studies,

Kyoto University, Kyoto 606-8501 Japan

Summary This paper focuses on the influence exerted on Yasuhiro Nakasone, Minister of International

Trade and Industry during the first oil crisis by a group of pro-Japanese American civilians who were the

driving forces behind the Reverse Course of the occupation. By doing so, it bridges the hitherto separate

studies of the occupation with the Japanese political and diplomatic history during the first oil crisis.
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